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はじめに

本年７月に開催されたサンクトペテルブルク・サミットにおいては、世

界のエネルギー安全保障や気候変動等の課題への対応に資するための原子

力エネルギーの役割について言及されました。また、これまで原子力発電

の促進に消極的であった諸外国において、再び原子力発電導入に向けた動

きが活発化してきています。

現在の原子力発電の主力は軽水炉です。一方、高水準の安全性を前提に、

核拡散抵抗性の向上や放射性廃棄物の問題への対応に関心が高まっており、

これに対応できる革新的な原子力システムとして、高速増殖炉サイクル技

術の研究開発が進められています。

高速増殖炉サイクル技術としては、これまで多くの概念が提案されてい

ます。このため、日本原子力研究開発機構と日本原子力発電株式会社は、1999
年より、高速増殖炉サイクルの適切な実用化像とそこに至るための研究開

発計画を 2015 年頃に提示することを目的に、「高速増殖炉サイクルの実用

化戦略調査研究」を開始し、多様な選択肢について調査研究が行われてき

ました。そして、本年 3 月 30 日、「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査

研究フェーズⅡ最終報告書」を取りまとめ、公表したところです。これに

関し原子力政策大綱（2005 年 10 月 11 日原子力委員会決定）は、「国は、（中

略）実用化戦力調査研究フェーズⅡの成果を速やかに評価して、その後の

研究開発の方針を提示する」としています。

当委員会（文部科学省 科学技術・学術審議会 研究開発・評価分科会

原子力分野の研究開発に関する委員会）は、高速増殖炉サイクル技術の研

究開発の進め方について調査審議することとしております。本報告書は、

当委員会における検討結果を踏まえ、これまでの研究開発成果の評価と

2015 年頃までの研究開発計画をとりまとめたものです。
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本報告書の構成

本報告書は、総論「高速増殖炉サイクルの実用化に向けて」、各論第一部

「高速増殖炉サイクルの技術的な検討」及び各論第二部「今後の進め方」

の三部構成になっています。このうち、総論の「３．進むべき道筋」の「(２)

技術的な開発目標」と「(３)現在の知見で見通される高速増殖炉サイクル」

は各論第一部の要約となっています。また、総論の「（４）２０１５年まで

の研究開発計画」と「（５）２０１５年までの研究開発の進め方」は各論第

二部の要約となっています。

１．原子力発電と高速増殖炉サイクル
（１） エネルギーを巡る現状と課題
（２） 軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ

２．国内外の動向
（１） 諸外国の高速増殖炉サイクル技術に関する

研究開発の進展
（２） 日本の高速増殖炉サイクル研究開発
（３） 日本の技術的競争力

総論 高速増殖炉サイクルの実用化に向けて

３．進むべき道筋
（１） 高速増殖炉サイクルが担う役割
（２） 技術的な開発目標
（３） 現在の知見で見通される高速増殖炉サイクル
（４） ２０１５年までの研究開発計画
（５） ２０１５年までの研究開発の進め方

１．高速増殖炉サイクル実用化概念の選択
（１） 選択にあたっての基本的な考え方
（２） 様々な候補概念の概要
（３） 様々な候補概念の比較検討
（４） 高速増殖炉サイクルの候補概念の評価

２．主概念の今後の研究開発の進むべき方向
（１） 開発目標、設計要求へのコメント
（２） 技術開発課題への全般的コメント
（３） 高速増殖炉の技術開発課題へのコメント
（４） 再処理の技術開発課題へのコメント
（５） 燃料製造の技術開発課題へのコメント
（６） 共通的な事項へのコメント

１．２０１５年までの研究開発計画
（１） 基本的な考え方
（２） 実用化に向けてのロードマップ
（３） 研究開発計画

２．２０１５年までの研究開発の進め方
（１） 安全の確保
（２） 国際協力の推進
（３） 研究開発体制
（４） 研究開発の評価体制
（５） 研究開発資源の確保
（６） 説明責任を果たす活動の充実

各論 第一部 高速増殖炉サイクルの技術的な検討 各論 第二部 今後の進め方



－ ⅲ －

目 次

総論 高速増殖炉サイクルの実用化に向けて ････････ 1

１．原子力発電と高速増殖炉サイクル ････････ 3
（１）エネルギーを巡る現状と課題 ････････ 3
（２）軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ ････････ 5

２．国内外の動向 ････････ 7
（１）諸外国の高速増殖炉サイクル技術に関する ････････ 7

研究開発の進展

（２）日本の高速増殖炉サイクル研究開発 ･･･････ 11
（３）日本の技術的競争力 ･･･････ 15

３．進むべき道筋 ･･･････ 17
（１）高速増殖炉サイクルが担う役割 ･･･････ 17
（２）技術的な開発目標 ･･･････ 19
（３）現在の知見で見通される高速増殖炉サイクル ･･･････ 21
（４）2015 年までの研究開発計画 ･･･････ 25
（５）2015 年までの研究開発の進め方 ･･･････ 30

各論 第一部 高速増殖炉サイクルの技術的な検討 ･･･････ 35

１．高速増殖炉サイクル実用化概念の選択 ･･･････ 37
（１）選択に当たっての基本的な考え方 ･･･････ 39
（２）様々な候補概念の概要 ･･･････ 43
（３）様々な候補概念の比較検討 ･･･････ 67
（４）高速増殖炉サイクル候補概念の評価 ･･･････ 77

２．主概念の今後の研究開発の進むべき方向 ･･･････ 87
（１）開発目標、設計要求へのコメント ･･･････ 87
（２）技術開発課題への全判的コメント ･･･････ 99
（３）高速増殖炉の技術開発課題へのコメント ･･････ 115
（４）再処理の技術開発課題へのコメント ･･････ 127
（５）燃料製造の技術開発課題へのコメント ･･････ 132



－ ⅳ －

（６）共通的な事項へのコメント ･･････ 133

各論 第二部 今後の進め方 ･･････ 135

１．2015 年までの研究開発計画 ･･････ 136
（１）基本的な考え方 ･･････ 136
（２）実用化に向けてのロードマップ ･･････ 141
（３）研究開発計画 ･･････ 145

２．2015 年までの研究開発の進め方 ･･････ 151
（１）安全の確保 ･･････ 151
（２）国際協力の推進 ･･････ 151
（３）研究開発体制 ･･････ 157
（４）研究開発の評価体制 ･･････ 159
（５）研究開発資源の確保 ･･････ 161
（６）説明責任を果たす活動の充実 ･･････ 168

添付資料 ･･････ 169



- 1 -

総論 高速増殖炉サイクルの実用化に向けて



図１－２ エネルギー消費量の見通し

原子力部会報告書(2006年8月)

図１－１ 主要国のエネルギー自給率
（２００３年）

原子力部会報告書(2006年8月)
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【出典：OECD/IEA “ Energy Balances of OECD Countries 2002 -2003” 】

※自給率は原子力を輸入とした場合（カッコ内は原子力を国産とした場合）
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図総－１－３ CO2排出量見通し
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※非附属書Ⅰ国：経済移行国を除く発展
途上国

【出典：産業構造審議会将来枠組み検討専門委員会中間取りまとめ「気候変動に関する将来の持続可能な枠組みについて」”】
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総論 高速増殖炉サイクルの実用化に向けて

１．原子力発電と高速増殖炉サイクル

（１）エネルギーを巡る現状と課題

資源の乏しい我が国は、エネルギー資源をはじめとする多くの資源を

海外に依存しており、エネルギー自給率は、原子力を除けばわずか 4%
に過ぎず、主要先進国の中でも最も低い（図総－１－１参照）。産業活動、

医療活動などを含め、日常生活のあらゆる側面でエネルギーに依存して

いる現実に鑑み、我が国としてエネルギーセキュリティを確保すること

は、喫緊の重要課題であると考える。

特に近年、原油価格の上昇、アジアを中心とした世界的な需要増大な

どを背景に、2003 年には１バレル当たり 20 ドル代であった原油価格が、

2006 年には 70 ドル代と高値で推移している。今後、世界全体のエネル

ギーの総消費量は大幅に増加し、2100 年には現在の３倍以上になるとの

試算もある（図総－１－２参照）など、今後は、世界的にエネルギー資

源獲得のための競争が一層激しくなると予想されている。現在、我が国

はエネルギーの５割弱を石油に依存しており、その約９割を中東に依存

している。石油に大きく依存したエネルギー構造は、社会的、経済的に

大きなリスクを抱えていると考える。

また、エネルギーの大量消費が地球環境に与える影響について、社会

は強い関心を寄せている。化石燃料を消費することに伴う CO2 などの発

生とそれらによる地球温暖化問題は、各国が英知を結集して解決しなけ

ればならない課題であると考える。（図総－１－３参照）

今後とも、バランスのとれたエネルギー供給構造を維持するとともに、

化石燃料への依存度を減らし、地球レベルで持続的に経済社会を発展さ

せることを目指した取り組みが必要であると考える。省エネルギー、新

エネルギーの導入を最大限に進めるとともに、原子力発電については、

基幹電源としての役割が期待されている。



【出典： 原子力については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による原子力発電技術の評価 2001年8月」。
他電源については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 2000年3月」】

ライフサイクルＣＯ2排出量 [g-CO2/kWh（送電端）]
0 200 400 600 800 1000 1200

風力

太陽光

地熱

水力

原子力

天然ガス複合

天然ガス火力

石油火力

石炭火力

発電用燃料としての燃焼によるもの（直接）

その他（間接）

975

742

608

519

22～25

11

15

53

29

【出典： 原子力については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による原子力発電技術の評価 2001年8月」。
他電源については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 2000年3月」】

ライフサイクルＣＯ2排出量 [g-CO2/kWh（送電端）]
0 200 400 600 800 1000 1200

風力

太陽光

地熱

水力

原子力

天然ガス複合

天然ガス火力

石油火力

石炭火力

発電用燃料としての燃焼によるもの（直接）

その他（間接）

975

742

608

519

22～25

11

15

53

29

図総－１－４ 各種電源のライフサイクルCO2排出量（メタンを含む）

出典：原子力部会報告書(2006年8月)



世界エネルギー会議 (WEC）における長期の世界エ
ネルギー需給に基づくサイクル諸量解析によれば
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図総－１－５ 軽水炉ワンススルーによる天然ウランの累積需要量

出典：フェーズⅡ報告書の概要
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（２）軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ

2003 年 10 月に閣議決定されたエネルギー基本計画において、原子力

発電は準国産エネルギーとして位置づけられるエネルギーであり、発電

過程で CO2 を排出することがなく（図総－１－４参照）地球温暖化対策

に貢献するものであり、安全確保を大前提として、今後とも基幹電源と

して位置づけ、引き続き推進して行くべきであるとされている。現在、

総発電電力量の約 3 分の 1 を担う基幹電源として重要な役割を果たして

おり、2030 年以降も 30 ～ 40%程度以上の役割が期待されている。

現在発電に用いられている原子炉は、我が国はもちろん世界的にもそ

のほとんどが軽水炉である。この軽水炉は、主にウランを燃料に用いて

いる。世界エネルギー会議（WEC）の報告を下にした解析によれば、軽

水炉からの使用済燃料を再処理せずに直接処分する（軽水炉ワンススル

ー）場合には、21 世紀中頃以降ウラン資源の枯渇が現実化する可能性が

あるとされている（図総－１－５参照）。ウラン供給量の評価は、今後開

発されるウラン鉱山の評価など、不確実性が伴うものの、我が国がウラ

ンの全てを輸入に依存していることを考慮するなら、我が国における原

子力発電の持続的推進を図るために必要な燃料供給の方策について十分

検討しなければならない。

軽水炉ワンススルーと、再処理して使用済燃料に含まれるウランやプ

ルトニウムを回収し、再び軽水炉の燃料にすること（プルサーマル）を

比較した場合、ウラン資源を１～２割有効利用することが可能である。

さらに、将来における核燃料サイクルの有力な選択肢である高速増殖炉

サイクル技術（本報告書では、高速増殖炉、高速増殖炉からの使用済燃

料の再処理、高速増殖炉用の燃料製造の３つの技術を総称して、「高速増

殖炉サイクル技術」と呼ぶ。）が確立されれば、ウラン資源の利用効率が

飛躍的に高まり、数世紀以上にわたって原子力発電が利用可能となる。

2005 年 10 月に原子力委員会が決定した「原子力政策大綱」において

は、「原子力発電は核燃料のリサイクル利用により供給安定性を一層改善

できること、高速増殖炉サイクルが実用化すれば資源の利用効率を飛躍

的に向上できること等から、長期にわたってエネルギー安定供給と地球

温暖化対策に貢献する有力な手段として期待できる」、「ウラン需給の動

向等を勘案し、経済性等の諸条件が整うことを前提に、2050 年頃から商

業ベースでの導入を目指す」とされている。
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－
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－
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1979

1988

1963

1986

1974

1967

－

1980

1964

1951

運転開始

建設中（2010完成予定）50万kWePFBR

運転中1.3万kWeFBTRインド

建設中（2008年初臨界予定）2.3万kWeCEFR中国

建設中80万kWeBN-800

運転中60万kWeBN-600

運転終了13万kWe +脱塩BN-350

運転中1.2万kWeBOR-60

運転終了0.5(0.8)万kWtBR-5(10)ロシア

(旧ソ連)

運転終了2万kWeKNK-II独国

運転終了25万kWePFR

建設中止32.7万kWeSNR-300

設計研究終了150万kWeEFR欧州

運転終了1.5万kWeDFR英国

運転終了124万kWeSuper-Phenix

運転中25万kWePhenix

運転終了200kWeEBR-I米国

運転終了

計画中止

運転終了

運転終了

現状

4万kWtRapsidie仏国

38万kWeCRBR

40万kWtFFTF

2万kWeEBR-II

原子炉名国名

表総－２－１ 各国の主な高速増殖炉開発の歩み



開発目標
(1) 持続可能性

① 資源有効利用性
② 環境負荷低減性

(廃棄物の最小化と管理)

③ 核拡散抵抗性

(2) 経済性

① コスト (資本費、運転費、燃料費)

② 投資リスク

(3) 安全性と信頼性

① 通常運転時の安全性と信頼性

② 炉心損傷防止

③ 敷地外緊急時退避不要

・ナトリウム冷却高速炉(SFR)
：日、仏、米等5カ国

・ガス冷却高速炉(GFR)
：仏、米、日等7カ国＋1機関

・鉛冷却高速炉(LFR)
：2カ国＋1機関

参加国：１０カ国＋１機関

検討対象の６概念

・超高温炉(VHTR)
・超臨界水冷却炉(SCWR)
・溶融塩炉(MSR)

アルゼンチン、ブラジル、カナダ、

フランス、日本、韓国、南アフリカ、

スイス、イギリス、アメリカとＥＵ

• 日仏米が中心となり、 １０カ国＋１機関が参画した国際共同研究開発
• 2030年頃に初号機の導入を目標
• 2015～2020年頃までで研究開発を終了し、その後は実証試験を行う予定

（現在は研究開発課題とその協力体制について議論中）
• 検討対象６概念の内、３概念が高速炉

表総－２－２ 第４世代原子力システムに関する国際フォーラム(GIF)
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２．国内外の動向

（１）諸外国の高速増殖炉サイクル技術に関する研究開発の進展

各国の主な高速増殖炉開発の歩みを表総－２－１に示す。ウラン資源

の有効利用の観点から、欧米各国では米国、仏国、英国、独国を中心に 1950
年代より高速増殖炉の研究開発を開始した。特に、ナトリウム冷却高速

増殖炉を中心に各種実験炉や原型炉の建設、運転がなされるとともに、

高速増殖炉燃料の再処理などに関する研究開発が進められてきた。

その後米国では、1977 年に核不拡散政策の強化により高速増殖炉原型

炉「CRBR」(38 万 kWe）の建設計画を中止し、さらに 1983 年にプルト

ニウムの民生利用の研究開発を行わないことを決定した。欧州では、仏

国が 1998 年に経済的理由から高速増殖炉実証炉「Super-Phenix」（124 万

kWe）の停止を決定するなど、各国において高速増殖炉開発が停滞した。

近年、原子力発電への回帰の動きが進展しており、ウラン資源の有効

利用や放射性廃棄物の適切な管理による環境負荷低減の観点などから高

速増殖炉サイクルの研究開発の機運が再び高まっている。

米国は 2000 年に「第４世代原子力システム計画（Generation IV）」を

提唱し、現在、10 ヶ国＋ 1 機関からなる「第４世代原子力システムに関

する国際フォーラム（GIF）」に発展している（表総－２－２参照）。GIF
で検討対象とされた６つの原子炉概念のうち、３つは高速炉である。ま

た、高レベル放射性廃棄物の減容、使用済燃料の中に含まれる潜在的有

害度の高いマイナーアクチニドの分離などを目的に、「先進的核燃料サイ

クルイニシアチブ(AFCI)」を 2003 年に開始した。

仏国では、実証炉「Super-Phenix」の停止後も、高速増殖炉原型炉「Phenix」
を利用してマイナーアクチニドの燃焼などに関する研究開発を進めてい

る。また、水素製造など高温熱源の多目的利用を考慮したガス冷却高速

炉の研究開発を進めている。さらに、1991 年に「放射性廃棄物管理研究

法」が制定され、2006 年に放射性廃棄物管理の実施に関する最善方策の

結論を下すことを目的に、地層処分、貯蔵、核種分離・変換等の研究が

実施されてきた。全アクチニド元素を回収して高速炉の燃料として利用



① 米国における原子力発電の拡大 ② 放射性廃棄物の低減

③ 核拡散抵抗性の高いリサイクル技術の実証 ④ 先進燃焼炉(ABR)の開発

⑤ 燃料供給サービスの確立 ⑥ 輸出可能な小型炉の開発

⑦ 先進的保障措置技術の開発

米国は、本構想の下で、放射性廃棄物を減量し、核拡散抵抗性に優れ、プルトニウムを単体

で分離しない先進的再処理技術開発を促進するとともに、こうして取り出されたプルトニウム等

を燃やすための高速炉開発を進める方針。

○ 米国と世界のエネルギー安全保障を増進する。

○ クリーンなエネルギーを世界中に広め、環境の改善を図る。

○ 核拡散リスクを低減する。

政策的目標

米国の国内政策の方針

ＧＮＥＰ構想の７つの構成要素

表総－２－３ 国際原子力エネルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）
構想について



インドの発電設備容量推移

出典）Government of India, Department of Atomic Energy (DAE), 
http://www.dae.gov.in/

図総－２－１ 中国、インドにおける将来の発電設備容量推移
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中国の発電設備容量推移

出典）Mi Xu, Status and Prospects of Sustainable Nuclear Power 
Supply in China, GLOBAL2005, No.511, Tsukuba, JAPAN (2005).

（参考） 日本の発電設備容量（平成16年度末推定実績）
・総発電設備容量： 238GWe
・原子力発電設備容量： 47GWe
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する「グローバルアクチニドマネージメント（GAM）」計画が提案され

ている。仏国国家評価委員会が 2006 年 1 月に政府に提出した最終評価報

告書では、「ナトリウム冷却高速炉を除いて、長寿命放射性核種の破壊

（destruction）を保証できる原子炉は今のところ存在しない」と結論づけ

られた。2006 年６月、「放射性物質と放射性廃棄物の永続的管理計画に

関する法律」が制定され、引き続き次世代原子炉の研究と長寿命放射性

元素の分離・変換に関する研究を進めていくこととなった。

2006 年 1 月、仏国シラク大統領は、第４世代原子炉のプロトタイプを

2020 年に運転開始すると発表した。また、米国ブッシュ大統領は本年 1
月の一般教書演説の中で「先進エネルギーイニシアチブ」を発表したが、

これを受け、2006 年 2 月、米国エネルギー省（DOE）は、「国際原子力

エネルギー・パートナーシップ(GNEP)」（表総－２－３参照）を提唱し

た。この GNEP 構想には、ナトリウム冷却高速炉タイプの先進燃焼炉

「ABR」及び軽水炉燃料を再処理し ABR 用燃料を製造する統合核燃料

取扱いセンター「CFTC」を 2020 年頃までに運転開始するとともに、先

進的燃料サイクル試験施設「AFCF」を建設して研究開発することが盛り

込まれている。このように、特に本年に入り、野心的な高速増殖炉サイ

クル関連の研究開発計画が相次いで発表されている。

ロシアは、高速増殖炉サイクルの研究開発に積極的な国の一つである。

1950 年代より高速増殖炉の各種実験炉や原型炉の建設・運転を進めてお

り、現在、実験炉「BOR-60」及び原型炉「BN-600」の運転を行うとと

もに、実証炉「BN-800」を建設中である。2004 年には、高速増殖炉建設

と核燃料サイクル開発計画の達成を基本とする「持続的な経済発展のた

めのエネルギー戦略（2005 ～ 2010 年）」を国会で承認している。

経済発展が著しい中国やインドも高速増殖炉サイクルの研究開発に積

極的である（図総－２－１参照）。中国は 2050 年頃における高速増殖炉

の設備容量を 200GWe 程度としたエネルギー供給計画を発表している。

現在 2008 年臨界を目指して実験炉を建設しており、その後原型炉（30
～ 60 万 kWe）、実証炉（100 ～ 150 万 kWe）を経て 2030 年頃の商用炉（100
～ 150 万 kWe）の運転開始を目標としている。インドは、現在実験炉を

運転しつつ、2010 年に完成を目指した原型炉の建設を経て、2020 年まで

に 4 基の高速増殖炉を建設する予定としている。



図総－２－２ 我が国の高速増殖炉サイクル技術開発の経緯

実験炉「実験炉「常陽常陽」」

成果及び今後の目標
● 高速増殖炉としての増殖性能の

確認、必要なデータの取得
○ 今後、高速増殖炉用燃料の高燃

焼度化等を実証

原型炉「もんじゅ」原型炉「もんじゅ」

成果及び今後の目標
● 現在、２００８年頃の運転再

開を目指し改造工事を実施
○ 運転再開後、１０年以内を目

途に所期の目的（ナトリウム取
扱技術の確立、発電プラントと
しての信頼性の実証）を達成

再処理技術再処理技術

成果及び今後の目標
● MOX燃料製造技術体系の確立
● 民間MOX加工事業への技術移転
○ 今後、「常陽」，「もんじゅ」の燃料

製造及び経済性の高いMOX燃料
製造技術の小規模実証を実施

成果及び今後の目標
● 軽水炉再処理技術の確立
● 民間再処理工場への技術移転
○ 今後、再処理技術の高速増殖

炉使用済燃料への適用可能性の
実証、使用済燃料を用いた先進湿
式再処理プロセス試験を実施

プルトニウム燃料製造プルトニウム燃料製造
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図総－２－３ 「もんじゅ」事故後のこれまでの経緯
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（２）日本の高速増殖炉サイクル研究開発

我が国では、1956 年に原子力委員会が策定した「原子力の研究、開発及

び利用に関する長期計画」において、「最終的に国産を目標とする動力炉は、

原子燃料資源の有効利用ひいてはエネルギーコストの低下への期待という

見地から、増殖動力炉とする」とされているように、当初より高速増殖炉

の国産開発を目標とし、1960 年代初頭より高速増殖炉の調査研究が開始さ

れ、1960 年代後半から本格的に研究開発が行われてきた（図総－２－２参

照）。

我が国で初めての高速中性子を利用した原子炉である高速実験炉「常陽」

は、1977 年に初臨界を達成後、設計の確認やプラント特性の試験などが行

われ、さらに燃料や材料の照射施設として利用されている。1983 年には「常

陽」の使用済燃料の一部を再処理し、そこから回収した数十グラムのプル

トニウムを新たな燃料に加工して再び「常陽」に装荷して、核燃料サイク

ルの輪を小規模ながらつなげることに成功した。

その後建設された高速増殖原型炉「もんじゅ」は 1995 年に初送電を行っ

たが、２次系主配管温度計測部からナトリウムが漏えいする事故が発生し、

性能試験を中断している。ナトリウム漏洩事故は高速増殖炉研究開発を含

む原子力政策全体に対する国民の不安感、不信感を助長したことから、原

子力委員会は、高速増殖炉懇談会を設置し、高速増殖炉の研究開発のあり

方について審議を行い、「高速増殖炉を将来の非化石エネルギー源の一つの

有力な選択肢と位置付け、高速増殖炉の実用化の可能性を技術的、社会的

に追求するために、その研究開発を進めることが妥当。その際、原子力関

係者以外の人々を含め広く国民の意見を反映した、定期的な評価と見直し

作業を行うなど、柔軟な計画の下に、進められることが必要。」（1997 年 12
月）としている。当時「もんじゅ」を建設・運転していた動力炉・核燃料

開発事業団は改組され、核燃料サイクル開発機構を経て、現在は日本原子

力研究開発機構（以下、「原子力機構」と呼ぶ。）となっている。そして、

原子力機構が、安全性向上を目指した改造工事を行っており、これからも、

国による安全審査等の諸手続や住民との対話を通じた相互理解活動を進め、

2008 年に運転再開し、「発電プラントとしての信頼性の実証」と「運転経

験を通じたナトリウム取扱技術の確立」という所期の目的の達成を目指し

ている（図総－２－３参照）。



図総－２－４ 東海再処理施設の処理実績
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図総－２－５ 実用化戦略調査研究の経緯
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一方、核燃料サイクルについては、1977 年に東海再処理工場の運転を開

始し、湿式法による再処理技術の研究開発を行っている。これまで、酸回

収蒸発缶の漏洩やアスファルト固化施設火災・爆発事故等の経験を踏まえ

つつ、運転実績を積み重ね、2006 年 3 月、電力会社との役務契約に基づく

1,020 トンの軽水炉燃料再処理を終了した。また、高レベル放射性物質研究

施設（CPF）などにおいて高速増殖炉燃料再処理の研究開発を行っている。

燃料製造については、「もんじゅ」や「常陽」への MOX 燃料の安定供給を

目指して製造技術の研究開発が行われている（図総－２－４参照）。

これら、高速増殖炉、再処理、燃料製造などに関するこれまでの研究開

発により得られた知見や事故の経験等を踏まえ、幅広い高速増殖炉サイク

ル技術の中から技術選択肢の評価を行い、革新的な技術を取り入れつつ、

競争力のある実用化候補概念の構築とその研究開発計画などの検討・策定

を行うため、1999 年より、高速増殖炉の実用化に向けた「高速増殖炉サイ

クルの実用化戦略調査研究」（以下、「FS」と呼ぶ。）を、原子力機構と日

本原子力発電株式会社（以下、「日本原電」と呼ぶ。）が中心となって実施

してきた。2000 年度末に FS のフェーズⅠを終え、2006 年 3 月にはフェー

ズⅡの成果を「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終

報告書」（以下、「FS フェーズⅡ報告書」と呼ぶ。）として取りまとめてい

る（図総－２－５参照）。



表総－２－４ GIFにおけるナトリウム冷却高速炉を対象とした研究開発項目

（注１）Japan Sodium Fast Reactorの略。実用化戦略調査研究フェーズⅡで選択したナトウリム冷却炉。
（注２）Korea Advanced Liquid Metal Reactorの略。液体金属冷却高速炉開発計画として1992年から韓国原子力委員会の

承認を受けて開発がスタート。同年、電気出力150MWの基本技術開発に着手 し、2002年からの概念設計フェーズ3
では出力を600MWeに増加し、不核拡散と燃料サイクルの概念、経済性と安全性の向上等を盛り込んだ設計に変更。
2003年に概念設計が終了。

- 設計・安全 対 象：日本のJSFR（注１）、韓国のKALIMER炉 （注２）

項 目：炉心設計研究、プラントシステム設計研究、
実証試験施設の概念設計研究、安全設計要求の具体化、
設計オプションの安全評価

参加国：日本、仏国、米国、韓国

- 先進燃料 : 対 象：酸化物、窒化物、金属燃料
項 目：MA含有燃料の製造技術、同燃料の照射試験、

革新炉心燃料材料（ODS鋼）の開発、
参加国：日本、仏国、米国、EU 、韓国

- 機器・ BOP : 項 目：保守・補修技術の開発、革新的蒸気発生器の研究、
超臨界CO2ガスタービンの開発、破断前漏洩に関する研究

参加国：日本、仏国、米国、英国 、韓国

- 国際協力実証照射:項 目：「もんじゅ」を用いたMAバンドル照射、MA原料準備、集合体製造、
照射試験、照射挙動評価

参加国：日本、仏国、米国



図総－２－６ 高速増殖炉及び再処理関係技術者の状況

出典：第6回総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会資料
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（３）日本の技術的競争力

米国や仏国など高速増殖炉サイクル先進国において研究開発が停滞し

ていた時期に、我が国も高速増殖原型炉「もんじゅ」ナトリウム漏れ事

故により研究開発計画が大きく遅れる状況であった。しかし、以下のよ

うに研究開発を着実に継続し、また、軽水炉による原子力発電や軽水炉

燃料再処理など、原子力の研究開発利用が着実に進められてきたことか

ら、我が国は、現時点では高速増殖炉サイクルの研究開発において技術

的な国際競争力を維持している。

高速増殖炉について、原子力機構は、実験炉「常陽」及び原型炉「も

んじゅ」を保有し、研究開発や改造工事を進めている。また、1990 年代

には電気事業者を中心に高速増殖炉実証炉の設計検討が進められた。国

際的には GIF に参加し、特に、ナトリウム冷却高速増殖炉の研究開発に

ついては、我が国は中核的役割を担っている。（表総－２－４参照）。

燃料サイクル施設については、原子力機構において、軽水炉燃料を再

処理する東海再処理工場や高速増殖炉燃料を製造する MOX 燃料製造施

設の建設運転の実績を積み重ねてきた。また、民間事業者において、現

在試運転中の軽水炉燃料の商業再処理施設である六ヶ所再処理工場の建

設や試運転の実績を有しており、さらに今後の運転や保守・補修維持経

験の蓄積が期待される。これらの経験は、燃料サイクルの研究開発や将

来の燃料サイクル施設の建設、運転、保守に反映することが可能である。

我が国のメーカーは、現在国内で稼働している 55 基の発電用原子炉を

建設・維持するとともに、国外へ原子炉主要機器の輸出を行うなど、原

子力分野において高い技術力を有している。高速増殖炉や再処理関係の

技術者については、原型炉「もんじゅ」の建設や六ヶ所再処理工場の建

設の後に新規のプラント建設がないことから、その人数を減らしてきて

いるものの、「もんじゅ」の改造工事、六ヶ所再処理工場の試運転、FSへ

の参画を通じて、現時点では、まだ開発力、技術力、人材は、高いレベ

ルを維持し続けている。しかし、現在稼働中の原子炉の大規模な代替建

設需要が発生する 2030 年頃までの間、この開発力、技術力、人材の厚み

を維持、発展できるかどうかという深刻な課題に直面していることは否

めない（図総－２－６参照）。
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